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東北の経済および開発政策の歴史的特質について
佐 々 木　　伯　　朗＊
Abstract
　　Northeast region of Japan belongs to the group in which the income level is comparatively low and it belongs 
to the area where social services including medical care are low.　This paper sought the reason why such situa-
tion has arisen.　For the purpose of comparing different domestic regions, an approach based on World-system 
theory seems to be applicable.　According to the theory, Hokkaido and northern pant of Northeast region belong 
to “periphery” and southern part of Northeast region belongs to “semi-periphery” in Japan now.　This composi-
tion of regional economy has had fiscal relations to the development policy of Japan’s government since the end 
of the Second World War.　Furthermore the development policy has been always influenced by the international 
political and economic relations.
　＊　東北大学大学院経済学研究科教授
　1.　日本経済における東北の位置づけ
　現在，東北地方は，日本経済全体の地域区分
の中では，北海道，九州等と並び，大きくは「地
方圏」に分類される。したがって，これまで地
域経済の問題を考える場合，東北は他の地方圏
と共に一まとまりにして過疎対策や地域再生の
政策の対象として議論されることが多かった。
しかし，2011年の東日本大震災と原発事故に
よって，改めて東北地方の経済や社会の状況が
注目されたことは記憶に新しい。
　筆者は震災後，いくつかの復興に関連した研
究プロジェクトの中で，震災後の東北の経済状
況が，全体として人口流出が加速している点な
どをふまえると，震災前の傾向の延長もしくは
強化と捉えられることを示した。その上で，か
かる地域経済のしくみが，第二次大戦前から続
いてきた東北における政府および民間資本によ
る開発と，それに応じた各種の補助金や税制等
による財政構造によって形成されてきたことを
明らかにした1）。しかし，こうした長期にわた
る東北の開発体制とその帰結としての経済構造
が，日本経済，ひいては世界経済の展開の中で
いかなるものとして特徴づけられるのか，とい
う課題は未だ十分に検討されていない状況にあ
る。
まず，内閣府の県民経済計算のデータに基づ
いた，近年の一人当たり域内所得の推移を示し
た図表 1を見ると，大まかには所得の上位，中
位，下位の三つのグループからグラフが構成さ
れている2）。上位には関東，中部が，中位には
 1）　佐々木 （2015），pp. 10-11参照。
 2）　地域ブロック区分は，以下の通りである。分
類は県民経済計算に準じたが，北海道・東北に
ついては，一まとまりになっているものを分離
した。なお，県民経済計算では東北に新潟県が
含まれている。
 北海道 : 北海道
 東北 : 青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島，
新潟
 関東 : 茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，
神奈川，山梨，長野
 中部 : 富山，石川，福井，岐阜，静岡，愛知，
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近畿，中国が，下位には北海道，東北（新潟県
を含む），四国，九州がそれぞれ含まれる。こ
れらのグループは，期間中ほぼ同じ動きを示し
ているが，2012，2013年度に限っては，東北
の伸びが著しくなっている。これは，東日本大
震災後の復興需要による所得の増加を示してい
る。
その一方でこの下位グループに属する地域
は，地域間の財政移転の主たる対象地域でもあ
る。例えば震災の影響を受ける直前の 2010年
度における，都道府県別の一般財源の人口一人
当たり額を示した図表 2においては，上記の下
位グループのうち宮城，福島，新潟，香川，愛
媛，福岡を除いたいずれの道県も，財政力指数
が 0.3～0.4である D，または 0.3未満である E
の分類に属している。この財政力指数とは基準
三重
　  近畿 : 滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌
山
 　中国 : 鳥取，島根，岡山，広島，山口
 　四国 : 徳島，香川，愛媛，高知
 　 九州 : 福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿
児島，沖縄 
財政収入を基準財政需要で除した値であるが，
その大小は，人口一人当たりの地方税額とほぼ
対応している。この財政力指数や一人当たり地
方税額に反比例するように，一般財源の一部を
なす地方交付税が東京都を除く各道府県に交付
されているが，一人当たり交付税額が最大の島
根県は最小の愛知県の 3倍に上る。その結果，
一人当たり一般財源についても，財政力の低い
県が高い県よりも金額が多くなるという現象が
生じることになる。これに加えて，特定財源で
ある国庫支出金についても，公共投資関係のそ
れは一人当たり金額で見た場合財政力が低い地
域のほうに相対的に多く配分されるので，全体
として国を通じた財政移転は主として関東，中
部を中心とする高所得地域から，北海道，東北，
四国，九州を中心とする低所得地域に対して行
われていることが読み取れる。これらの財政移
転は，各自治体によって行われる公共事業を通
じて直接的に，また各種の産業への補助金を通
じて間接的に地域の雇用に寄与するほか，公務
員の雇用や社会保障に関連する経常的な財政支
出の一部をなすことで，地域住民の所得の増加
を通じて域内需要を支える効果もあると考えら
図表 1　一人当たり域内所得の推移
　　　　　出所）　内閣府ホームページ「県民経済計算」のデータより作成。
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図表 2　一般財源の人口 1人当たり額の状況（都道府県） （単位　円・%）
グループ 区　　分
地方税 地方交付税 一般財源
人口 1人当たり額 歳入構成比 人口 1人当たり額 歳入構成比 人口 1人当たり額 歳入構成比
A 愛知県 112,380 39.7 7,970 2.8 134,252 47.4
B 神奈川県 98,786 50.0 10,388 5.3 120,719 61.1
千葉県 91,663 36.7 27,666 11.1 130,748 52.4
大阪府 98,584 24.1 34,493 8.4 146,750 35.9
埼玉県 86,837 39.3 29,306 13.3 127,830 57.8
静岡県 98,754 34.4 44,745 15.6 156,969 54.6
茨城県 97,469 28.1 60,377 17.4 171,344 49.4
京都府 89,375 26.6 62,198 18.5 165,007 49.1
兵庫県 89,778 23.2 57,686 14.9 160,236 41.4
福岡県 83,660 27.4 56,248 18.4 152,805 50.0
栃木県 99,754 25.8 70,565 18.3 184,634 47.8
広島県 91,256 28.2 67,710 21.0 172,878 53.5
群馬県 93,463 23.7 70,580 17.9 178,362 45.2
滋賀県 95,759 26.4 79,666 22.0 189,444 52.3
三重県 98,650 26.9 78,689 21.5 191,715 52.3
宮城県 87,900 24.8 77,641 21.9 179,215 50.5
岐阜県 88,716 24.8 86,207 24.1 189,462 52.9
岡山県 85,426 23.6 85,535 23.6 184,888 51.0
　（平　　均） 92,951 29.7 46,706 14.9 152,578 48.8
C 石川県 93,800 20.6 112,055 24.6 220,928 48.5
香川県 92,680 21.9 103,699 24.5 210,607 49.7
長野県 86,491 21.8 106,211 26.7 207,613 52.2
富山県 94,078 18.3 114,565 22.3 224,249 43.6
福島県 85,018 20.7 108,197 26.4 208,231 50.7
山口県 86,013 18.1 118,267 24.9 219,075 46.1
奈良県 74,335 22.4 102,208 30.8 188,808 56.9
福井県 106,322 17.3 153,018 25.0 275,199 44.9
愛媛県 80,523 19.0 117,566 27.7 212,479 50.1
新潟県 83,649 18.6 125,176 27.8 223,789 49.8
山梨県 94,371 16.6 149,094 26.3 258,208 45.5
　（平　　均） 87,097 19.6 116,683 26.2 218,474 49.1
D 北海道 85,249 18.8 127,046 28.0 227,333 50.1
熊本県 71,942 16.1 122,602 27.5 208,467 46.7
大分県 77,077 16.0 141,361 29.4 233,446 48.5
和歌山県 72,475 13.8 153,340 29.1 239,744 45.5
佐賀県 81,583 15.1 160,417 29.8 256,451 47.6
山形県 74,986 15.1 156,926 31.7 247,734 50.0
青森県 87,276 16.7 157,797 30.3 259,489 49.8
岩手県 74,967 14.0 170,478 31.8 261,310 48.7
宮崎県 70,883 10.9 168,651 25.8 254,214 38.9
徳島県 84,333 13.7 183,623 29.9 282,762 46.1
　（平　　均） 79,680 15.9 145,075 28.9 239,598 47.8
E 長崎県 66,448 13.6 152,458 31.3 232,584 47.7
鹿児島県 69,598 14.9 164,212 35.1 248,390 53.0
沖縄県 62,701 14.0 144,060 32.1 218,945 48.8
秋田県 71,703 12.2 178,404 30.3 265,677 45.1
鳥取県 75,301 12.2 211,087 34.3 302,682 49.2
高知県 68,764 11.9 217,561 37.7 302,013 52.3
島根県 76,643 9.8 243,787 31.3 337,683 43.4
　（平　　均） 69,058 12.9 176,605 32.9 260,267 48.5
F 東京都 245,335 61.1 － － 260,713 64.9
（163,319） （51.1） （178,697） （55.9）
総平均 東京都を含む 105,377 28.2 69,069 18.5 188,238 50.3
東京都を含まず 89,867 24.2 76,723 20.7 180,206 48.5
（注）1　グループの分類は次による。
グループ A B C D E
財政力指数 1.0以上の団体 0.5～ 1.0の団体 0.4～ 0.5の団体 0.3～ 0.4の団体 0.3未満の団体
　　 2（1）　 地方税の額は，東京都以外の団体については利子割交付金，配当割交付金，株式等譲渡所得割交付金，地方消費税交付金，
ゴルフ場利用税交付金，特別地方消費税交付金，自動車取得税交付金，軽油引取税交付金として市町村に交付する額を
除いたものである。
　　  （2）　東京都の地方税については，上記 8交付金のほかに特別区財政調整交付金を除いたものである。
　　　　　  なお，（　）内の数値は，東京都の地方税に都が徴収した市町村税相当額が含まれていることを考慮し，上記 8交付金
のほかに当該市町村税相当額を除いたものを計上している。
　　 3　人口 1人当たり額は，平成 23年 3月 31日現在の住民基本台帳登載人口で除して得た額である。
出所）　総務省『平成 24年版　地方財政白書』
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れる。この，相対的に所得水準の低い地域の経
済が財政によって支えられている，という構造
はこれまでの日本の地域経済に関する常識的な
理解であろう。
しかし，かかる構造とは別に，日本の地方財
政には「西高東低」と呼ばれる現象があるとさ
れてきた3）。これは，一人当たりで見た場合，
いくつかの国庫支出金や経費について，西日本
の自治体の水準が東日本の自治体の水準よりも
平均的に高くなっている現象のことであり，と
りわけ生活保護，児童福祉，高齢者福祉等の対
人社会サービスにおいて顕著であるとされる。
この対人社会サービスは，政府が直接提供する
場合もあるが，多くは民間の，特別法により政
府による認可または指定を受けた法人が提供し
ている。その一方で，政府の投資によってでき
た，道路や港湾等の社会資本については，それ
による便益は個人だけでなくその社会資本を利
用することで輸送時間や費用を節約できる企業
にも帰属する4）。しかもその便益を受ける企業
は社会資本が建設された地域の企業のみなら
ず，域外の大企業の場合もある。このことをふ
まえると，西日本のほうが東日本よりも，政府
支出によって個人が直接便益を受ける程度は大
きいと考えるべきである。
ここで，対人サービスの中でも最も「西高東
低」が指摘されている医療について取り上げよ
う。図表 3は，平成 25年度における，地域医
療保険である国民健康保険と後期高齢者医療制
度の都道府県別の種類別医療費を加入者数で除
した一人当たり医療費を示したものであるが，
合計医療費が上位の県が軒並み西日本に集中し
ていることが見て取れる。歯科に限っては大都
 3）　西村（1988），青木 （2006）を参照。
 4）　この点で，現在の国民経済計算 （SNA）が，
政府支出を，最終消費されるものとして扱って
いるのは，問題があると考える。一部は企業に
よって中間消費されると考えるのが妥当であ
る。
市部を持つ都道府県が上位となっているが，入
院や調剤を含めた合計の医療費になると，高知，
大分，鹿児島等，先に見た低所得の地域に含ま
れる県が上位になっている。これに対して，東
北および関東甲信越の県の医療費は低位に位置
しており，特に関東地方の県の一人当たり医療
費は全国最低水準となっている。この医療費の
地域分布と相関が高いとされているのが，医師
数の分布である。図表 4は，2006年末におけ
る各都道府県の人口 10万人当たり医師数であ
るが，概して西日本の府県のほうが，東日本よ
りも数が多くなっており，しかも大都市圏に限
らないことが分かる。また，医療費が特に高い
高知県は，医師数でも上位に位置している。よっ
て，医師数が多い地域では医療費もそれだけ高
い，すなわち一人当たりの医療サービスが充実
していると見ることができる。
これらのデータだけでは，医師数が多いので
住民が多くの医療サービスを受けることになる
という，医師誘発需要的な関係があるのか，そ
れとも医療需要が西日本で高いために医師数が
多くなるのかは，判断することは困難である。
しかし，日本の医療における東西格差について
論じた上昌広によると5），医師数の地域格差は
人口当たりの医学部数と関係しており，医学部
が西日本に偏っている起源は，戊辰戦争に勝利
した藩閥政府が西日本を中心に医学部を作った
ことにあるとされる。さらに，元々東日本の県
は，藩から県になった時に合併した県が多く西
日本の県に比して人口が多くなったために，
1970年代の「一県一医大」体制の確立や，80
年代以降の関東地方における急激な人口増大に
よって，東日本における人口当たり医学部数は
西日本よりも少なくなるに至ったとされる6）。
 5）　以下の内容は，上 （2015），pp. 100-110に基
づく。
 6）　北海道に限っては，人口当たり医療費は他
の県に比べて上位であり，また人口あたり医師
数も比較的高くなっている。上 （2015）による
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図表 3　都道府県別，診療種類別，1人当たり実績医療費（市町村国民健康保険＋後期高齢者医療制度，平成 25年度）
　計 　入院 　入院外＋調剤 　歯科
対全国比 順位 対全国比 順位 対全国比 順位 対全国比 順位
千円 千円 千円 千円
全 国 計 501 1.000 － 225 1.000 － 251 1.000 － 26 1.000 －
北 海 道 601 1.198 9 306 1.362 8 268 1.071 12 26 1.010 12
青 森 県 459 0.915 39 194 0.863 39 246 0.980 37 19 0.737 46
岩 手 県 488 0.973 31 212 0.944 32 252 1.004 32 24 0.927 23
宮 城 県 478 0.954 35 200 0.887 38 255 1.019 26 23 0.896 27
秋 田 県 530 1.056 22 235 1.044 23 272 1.086 9 23 0.881 30
山 形 県 514 1.026 25 231 1.027 25 260 1.038 18 23 0.899 26
福 島 県 493 0.984 29 215 0.958 31 256 1.021 24 22 0.853 36
茨 城 県 428 0.854 45 178 0.790 45 229 0.913 43 22 0.844 37
栃 木 県 440 0.877 43 185 0.823 41 233 0.931 42 21 0.820 41
群 馬 県 460 0.917 38 211 0.937 34 227 0.907 44 21 0.828 40
埼 玉 県 425 0.848 46 176 0.781 46 224 0.896 45 25 0.968 20
千 葉 県 415 0.828 47 170 0.754 47 220 0.879 46 25 0.979 18
東 京 都 444 0.885 42 180 0.798 43 237 0.944 41 28 1.066 8
神奈川県 446 0.890 41 178 0.791 44 241 0.963 39 27 1.048 9
新 潟 県 484 0.965 34 210 0.932 35 249 0.993 33 26 0.986 17
富 山 県 551 1.098 17 275 1.223 15 254 1.015 28 21 0.818 42
石 川 県 578 1.153 14 297 1.321 11 260 1.038 17 21 0.810 43
福 井 県 554 1.105 16 275 1.225 14 257 1.028 20 21 0.803 44
山 梨 県 467 0.931 37 204 0.908 36 239 0.956 40 23 0.881 29
長 野 県 485 0.968 32 219 0.972 30 245 0.979 38 22 0.835 39
岐 阜 県 485 0.966 33 202 0.897 37 257 1.025 21 26 1.000 13
静 岡 県 454 0.905 40 184 0.817 42 248 0.991 34 22 0.839 38
愛 知 県 473 0.944 36 191 0.851 40 254 1.012 29 28 1.093 6
三 重 県 491 0.979 30 212 0.943 33 255 1.019 27 23 0.899 25
滋 賀 県 505 1.007 26 235 1.045 22 247 0.984 36 23 0.889 28
京 都 府 538 1.074 20 252 1.121 21 260 1.037 19 26 1.013 11
大 阪 府 516 1.029 24 226 1.004 27 256 1.023 22 34 1.301 1
兵 庫 県 534 1.065 21 235 1.043 24 270 1.078 11 29 1.123 4
奈 良 県 501 0.998 28 222 0.988 29 252 1.008 31 26 0.997 15
和歌山県 502 1.002 27 223 0.990 28 255 1.020 25 24 0.936 22
鳥 取 県 545 1.086 19 267 1.187 18 253 1.010 30 25 0.945 21
島 根 県 601 1.198 10 295 1.310 12 284 1.132 3 23 0.873 33
岡 山 県 581 1.158 13 277 1.231 13 276 1.100 7 28 1.087 7
広 島 県 610 1.216 6 272 1.209 17 306 1.221 1 32 1.230 2
山 口 県 631 1.259 2 323 1.438 3 282 1.126 4 26 0.988 16
徳 島 県 604 1.204 8 300 1.334 9 277 1.105 6 27 1.047 10
香 川 県 595 1.186 12 274 1.220 16 292 1.165 2 28 1.095 5
愛 媛 県 550 1.097 18 263 1.167 19 265 1.056 14 23 0.875 31
高 知 県 642 1.280 1 351 1.562 1 267 1.065 13 24 0.921 24
福 岡 県 599 1.194 11 308 1.367 7 261 1.042 16 30 1.165 3
佐 賀 県 611 1.218 5 308 1.369 6 277 1.106 5 26 0.998 14
長 崎 県 609 1.215 7 314 1.396 5 270 1.078 10 25 0.977 19
熊 本 県 577 1.150 15 298 1.325 10 256 1.021 23 23 0.873 32
大 分 県 611 1.219 3 317 1.409 4 272 1.086 8 22 0.858 35
宮 崎 県 523 1.042 23 252 1.122 20 248 0.990 35 22 0.861 34
鹿児島県 611 1.218 4 328 1.459 2 262 1.047 15 20 0.786 45
沖 縄 県 428 0.854 44 228 1.012 26 183 0.732 47 17 0.674 47
注 1）　 「入院」は，市町村国保については入院診療及び食事療養・生活療養の計，後期高齢者医療制度については入院
診療及び食事療養・生活療養（医科）の計である。
　 2）　「入院外＋調剤」は，入院外診療及び調剤の支給の計である。
　 3）　 「歯科」は，市町村国保については歯科診療，後期高齢者医療制度については歯科診療及び食事療養・生活療養
（歯科）の計である。
出所）　厚生労働省ホームページ「医療保険データベース」の資料より作成。    
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図表 4　人口 10万対医師・歯科医師・薬剤師数 （2006年 12月 31日現在）                                                           （人） 
医師数 歯科医師数 薬剤師数 合計 順位
全国 217.5 76.1 197.6 491.2 -
北海道 219.7 77.9 179.0 476.6 19 
青森 180.0 54.6 126.2 360.8 47 
岩手 186.8 72.8 147.3 406.9 41 
宮城 208.7 74.4 190.3 473.4 20 
秋田 200.9 57.3 156.6 414.8 39 
山形 203.0 54.1 141.2 398.3 44 
福島 183.5 68.4 152.1 404.0 43 
茨城 155.1 59.1 199.8 414.0 40 
栃木 204.7 66.0 161.8 432.5 29 
群馬 208.6 61.9 152.3 422.8 34 
埼玉 141.6 65.6 166.1 373.3 46 
千葉 159.1 77.3 184.2 420.6 35 
東京 282.0 120.5 310.6 713.1 1 
神奈川 178.3 76.5 186.9 441.7 27 
新潟 185.2 85.3 155.1 425.6 32 
富山 238.3 57.4 273.1 568.8 4 
石川 254.3 53.4 211.9 519.6 13 
福井 215.9 47.3 152.7 415.9 38 
山梨 199.1 60.9 159.5 419.5 36 
長野 198.9 73.0 174.2 446.1 26 
岐阜 179.9 68.9 170.1 418.9 37 
静岡 177.2 57.7 195.3 430.2 30 
愛知 192.1 68.1 165.0 425.2 33 
三重 186.2 58.9 148.1 393.2 45 
滋賀 202.3 55.8 174.6 432.7 28 
京都 292.1 66.7 209.0 567.8 5 
大阪 250.5 86.4 250.1 587.0 3 
兵庫 213.8 66.3 222.9 503.0 15 
奈良 208.3 61.2 189.9 459.4 24 
和歌山 257.5 70.2 203.7 531.4 8 
鳥取 281.0 59.8 168.2 509.0 14 
島根 263.1 54.0 145.9 463.0 22 
岡山 264.1 82.1 183.5 529.7 9 
広島 234.4 80.8 208.4 523.6 11 
山口 241.9 62.7 197.9 502.5 16 
徳島 291.9 101.7 303.9 697.5 2 
香川 250.8 64.6 205.2 520.6 12 
愛媛 232.8 61.6 170.1 464.5 21 
高知 275.8 59.9 200.4 536.1 7 
福岡 278.3 99.1 183.8 561.2 6 
佐賀 240.9 67.7 192.0 500.6 17 
長崎 271.3 79.7 178.5 529.5 10 
熊本 252.6 68.1 163.3 484.0 18 
大分 240.8 62.9 157.0 460.7 23 
宮崎 222.7 58.4 146.2 427.3 31 
鹿児島 230.8 69.9 148.2 448.9 25 
沖縄 216.7 55.2 133.2 405.1 42 
出所）　 厚生労働省保険局調査課「平成 25年度医療費の地域差分析」2015年 9月。
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以上述べた，東西の社会サービスにおける地
域格差を考えると，東北を，北海道や四国，九
州といった他の地方圏と同一視することは単純
に過ぎるというべきである。以下では，東北経
済の歴史的な特質とその成立要因について，国
際的な視点も取り入れつつ考えていきたい。
　2.　 東北における植民地性と辺地性  
─北海道との比較の視点から─
冒頭でも述べたとおり，東日本大震災後に東
北の経済や社会における位置づけが改めて注目
された。それは，明治維新以来中央への食糧，
労働力，エネルギー等の供給地の役割を持って
きたことであり，特に三番目のエネルギーに関
して原発事故が起こったことから，東北は現在
に至るまで中央の「植民地」であった，という
見解が民俗学者の赤坂憲雄や哲学者の高橋哲哉
から提示されている7）。しかし，もともと近代
以降の日本の歴史において，最も植民地的な性
格を持っていた地域は，北海道である。よって，
本稿ではまず「植民地性」の点に関して，明治
以降の北海道と東北を比較した先行研究につい
て整理しておこう。
従来の研究では，北海道開発と東北開発は「植
民地性」の点で，明確に区別されてきた。とり
わけ，日本経済史の分野においては，「日本資
本主義」の性格とも関連して，東北と北海道は
対照的な位置におかれてきた。まず日本資本主
義論争をめぐる議論が行われた 1930年代から
50年代にかけての研究の中で，井上晴丸は北
海道について，「日本における唯一の近世的植
民地」8）と捉えた上で，「日本資本主義」が封建
時代から明治維新を経てその確立に至った過程
におけるその役割を「あくまでも提携的要件た
と，これも，主として薩摩藩出身者によって開
拓された北海道の歴史と関連があるとされる。
 7）　赤坂他 （2011），高橋 （2012）参照。
 8）　井上 （1972），p. 3.
るに過ぎないのであって，後者（＝日本資本主
義形成過程分析，筆者注）の前提条件であった
り規定要件であったりするわけではない。なん
となれば，商業資本を先導としその限りにおい
て，流通行程上の運動たる植民運動が，それ自
身生産行程上の推転たる本国経済の決定的媒介
者たり得ないからである。両者の相互的関係に
おいて決定的主導性は常に後者にあらねばなら
ぬ」9）としている。その一方で東北については，
山田盛太郎に代表される，「半封建的」な土地
所有の典型という見方を踏襲した上で，1930
年代の昭和恐慌期に至っても，国内市場の開拓
等の改革を「あくまで回避し，専ら植民地侵略
に邁進する方向」10）が採られたとする。
かかる考え方の特徴を一言で述べるならば，
国内＝半封建的，植民地＝資本主義的，という
二分法であり，そこでは山田の「地帯構造論」
に基づいて「東北型」は「北海道型」と区別さ
れる。ただし，北海道の「植民地性」に関して
は井上自身が，日露戦争以降の産業資本確立の
時期までに，「自由なる土地」の喪失により，「帝
国主義的植民地へと転化せず内地へ同化解消し
てしまった」11）としているので，この二分法的
考え方に立ったとしても，20世紀以降は，東
北と北海道の地域経済における同質性は高まっ
たと考えてよいであろう。
さて，上記の二分法に対して，岡田知弘は地
域経済論の見地から，井上の議論を批判する形
で，1910年代の東北経済について「一方では
米を中心とした第一次産品と資本主義的労働市
場および北海道拓殖への労働力供給地，他方で
は外米や肥料，軽工業品の移入地として「国内
植民地」的役割を果たしたといえる」12）と指摘
した。ただし，それに関連して「東北の地主制
が過剰人口を北海道拓殖のために送り出すこと
 9）　同上。
10）　井上・宇佐美 （1951），p. 55.
11）　井上 （1972），p. 25.
12）　岡田 （1989），p. 65.
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によって，自らの古い体質と地位を延命させ，
東北経済の内発的発展を遅らせた」13）としてお
り，北海道との違いを述べている。
なお，日露戦争後に植民地的条件が失われた
とされる，北海道経済の特徴に関する研究にお
いては，その後「辺境」と「植民地性」を同様
に捉える見解が登場した。例えば齋藤仁は，農
業移住人口や耕地面積の増大等，農業に着目し，
北海道においては移住の累増，未墾地の農用地
化，未占有地の私有地化と共に，経済的におく
れた先住民族の国民経済へのとりこみを完了さ
せる「辺境地方の内国植民地化としての発展が
進行」14）したとする。ただし，齋藤も，辺境地
方としての北海道の経済発展の特殊性は第一次
大戦頃まで見られたに過ぎず，その後は伝統社
会の一部となったとしている15）。その後，経済
発展一般の観点まで含めて，「植民地＝辺境」
の図式の成否についての論争が行われてきた
が，筆者の見る限り決定的な見解は出ていない
ようである16）。
以上の研究史をふまえると，東北と北海道の
経済的特徴においては，高々第一次大戦頃まで
は差異があったものの，その後は似たような経
緯をたどったと考えてよいであろう。しかし，
これまでの北海道経済に関する研究は「植民地
性」に注目するあまり，北海道と東北の差異を
必要以上に強調してきたのではないかと思われ
る。ここで，「植民地」の定義に立ち返って，
その適用範囲を確認しておきたい。
およそ歴史が始まって以来，ある地域がある
国の「植民地」であるための必須要件は，当該
国にとっての自由な土地が存在することと本国
からの移住が行われることであろう。この点で
見ると，まず人口移動においては，明治以降
13）　同上。
14）　齋藤 （1999），p. 11.
15）　同上，p. 5.
16）　北海道経済の植民地性に関する研究のサー
ベイとしては，小松 （1990）を参照。
1920年代までの北海道における移動率は，東
京，大阪のそれを凌駕している17）。この北海道
における人口流入は 1890年代から本格化し
1930年代まで継続しているのに対し，東北各
県においては，1880年代の宮城県の純移動率
の高さが目立つ以外は18），19世紀中の流出入は
ごくわずかで，20世紀に入ると主として北海
道への移動の結果，純流出の傾向が出てくる。
よって，人口移動の特徴に関しては，北海道と
東北は明らかに異なっている19）。また，先述の
通り，植民地のもう一つの条件である「自由な
土地」については，1920年頃までには北海道
においても消滅したことが明らかである。
しかし，歴史上植民地の特徴であった，本国
からの資本輸出という点から見れば，北海道は
もちろんのこと，東北においても明治以来数多
くの事例が存在する。特に，1880年代以降に
本格化した，釜石の鉄鉱，常磐の石炭等の鉱産
資源，福島を中心とした製糸業においては多く
が東北外の大資本によって工場建設や住民の雇
用が行われ，地場資本の発展を見るに至らな
かった。このような，主要産業を支配する域外
資本と一次産品の加工等に特化した地場資本と
17）　高橋 （2003），（2006）を参照。
18）　1880年代における宮城県の突出した人口の
流入には，軍都，学都としての仙台の整備が関
係していると思われる。1887年には第二師団
が仙台城址に置かれ，同年旧制第二高等学校も
仙台に設置された。これによって，官吏と軍人，
およびその家族を含めた相当数の規模の人口
が仙台に移住したことは想像に難くない。地方
全体のレベルでは北海道のような大規模な流
入がなかったとしても，個別の都市や鉱山，工
場等の特定区域において域外からの移住が
あったことは，政府の開発政策における東北の
位置づけにおいて重要な意味を持つと考えら
れる。
19）　北海道では，明治期の屯田兵制度やその後
の補助移民制度によって，他地域からの移民に
対する支援が政策的に行われていたことも，考
慮すべきであろう。
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いう二重性は，北海道における産業発展と平仄
を一にしているのである。
よって，北海道と東北に見られる上記のよう
な同一性を，「植民地」概念を維持したままで
説明することは困難であると言わざるを得な
い。ここに，現代の経済地理学における主要概
念である「中核（core）」，「半周辺（semi-
periphery」，「周辺（periphery）」を用いる意義
があるといえる。これらの概念は第二次大戦後
登場した従属理論や世界システム論の理論的中
核をなしており20），主として独立国家間の関係
に用いられているが，日本の地域経済の構造分
析にも援用されている。その一つの例である進
藤 （1999）においては，北海道は周辺域として
位置づけられている。すなわち，植民地開発の
実験場として始まり，食料，木材，鉱産等の資
源開発が第二次大戦後まで続いたものの，高度
成長期以降はエネルギー源の石炭から石油への
転換によって，周辺機能が低下し，現在では北
海道全体での人口流出の中で唯一札幌への一極
集中が生じている状況であるとされる。これに
対して，東北に関しては，森川 （1999）において，
南東北が「中間地帯」と位置づけられている。
すなわち，石油危機を契機として主力産業が素
材型から加工組立型に移行したことで，大規模
な用地を必要としない工場が大都市圏から離れ
た内陸各地に建設されるに至った。これらの工
場で作業する，単純で安価な労働力を求めて
70年代後半以降，高速道路などの交通ネット
ワークの整備と共に，中間地帯に進出するよう
になったのである。このように，「中核」，「半
周辺」，「周辺」という地域システム論的な立場
から見た場合，現在では大都市圏の外縁にあた
る「半周辺」に南東北が位置づけられ，北東北
および北海道は「周辺」に位置づけられること
になる。
20）　それぞれの理論におけるこの概念の位置づ
けについては，Flint and Taylor （2011）, pp. 34- 
37参照。
しかし，「半周辺」となった地域においては，
70年代以降に大企業の工場進出が本格化する
と共に，低賃金労働力の拡大も生じた。これは，
技術革新によって工程がネットワーク化され，
高付加価値部門が大都市圏やその隣接地域に残
されたまま，部品加工など，単純な生産工程が
切り離されて進出したことを意味している21）。
また，これらの工場は，景気変動や海外との競
争条件の変化に伴う親企業の生産計画の変動に
よって拡大や収縮をするという意味で，企業に
とっての限界的な性格を持っているとされる。
安東誠一は，かかる性格を持った地域経済に関
して「労働力や土地，水などの地域の資源は，
その価値を高められる方向でよりも，相対的に
低価値の状態に固定されたまま，より多量によ
り弾力的に大都市の産業に使用されることに
よって生かされていったに過ぎない」22）として，
構造改革が行われないままの地域経済の規模の
量的拡大を意味する「発展なき成長」と述べて
いる。東北における「半周辺」である南東北に
おいても，同様な状況が生じていた23）。
さて，現在の「中核」，「半周辺」，「周辺」の
概念は，I. ウォーラーステインの世界システム
論に基づけば以下の通りである24）。「中核」とは
強い国家機構を持ち，高賃金と高利潤とで資本
集約度の高い商品を生産している地帯である。
また，「周辺」は弱い国家機構を持ち，低賃金
と低利潤とで資本集約度の低い商品を生産して
いる地帯である。さらに「半周辺」は両者の中
間的な存在で，一方で中核に搾取されながらも
他方で周辺を支配する性格を持つ地帯である。
この概念を日本のような一国に適用する時，も
ともとは独立国家間の関係であった概念が，人，
21）　安東 （1986），p. 35を参照。
22）　同上，p.22.
23）　高度成長期以降の東北における企業立地に
ついては山川 （2015）を参照。
24）　Wallerstein, et.al （1977），邦訳参照。なおこれ
に基づいた整理は高木 （2000）による。
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モノ，カネの移動の制約がなく主権もない地方
間の関係に置き換えられるのかという点は問題
であろう。しかし，このような特徴があるから
こそ，世界システム論における原理的な「中核」，
「周辺」，「半周辺」間の関係がより明瞭な形で
現れると見ることもできるのではないだろう
か。安東によれば，地方は，賃金水準や公害対
策費用が多少はかかるが，保護関税等の障壁が
なく，輸送コストも政治的リスクも小さく，言
語・文化のギャップは極小であることから，「国
内低開発国」としての機能を持っているとされ
る25）。そして，独立国家間ではコンフリクトの
原因となる「不等価交換」を成立させているの
が，財政を通じた，地域住民の所得の補填と見
ることができよう。
このように考えると，国内における「中核」，
「周辺」，「半周辺」を成り立たしめているのは
結局のところ，財政であり，ひいては国家の意
思ということになろう。次節では，改めて，東
北における開発政策の歴史と現代からみたその
意義について考えよう。
　3.　北海道・東北開発政策の歴史的性格
3-1　第二次大戦前の北海道開発
明治維新以後，北海道は日本の国内植民地と
して，他地域に類をみない政府の直接的な開発
政策の対象であった。行政的には，1871年の
廃藩置県，1878年の地方三新法，そして 1890
年の府県制の制定によって完成した日本の地方
行政制度の例外として，北海道は 1947年まで，
内務省直轄の行政区画であった26）。このような
体制の下で，当初の北海道開拓使，その後の北
海道庁によって，北海道開拓政策が推し進めら
れた。これらは国の機関であったから，財政的
25）　安東 （1986），p. 46.
26）　1901年に，北海道会法，北海道地方費法が
制定されたが，議会の機能は府県に比べて制限
されていた。
には国の「直轄事業」として北海道開拓が行わ
れたことになる。具体的には，1869年から，
数次にわたる 10カ年計画，およびその後の 2
期にわたる拓殖計画が，終戦後の 1946年まで
実行された27）。北海道の経済構造は，すでに述
べたように 20世紀に入ると植民地としての特
徴を失い内地と同化していくのであるが，植民
計画自体はその後も継続していったことがわか
る。この中で注目すべきは，第 2期拓殖計画が
当初の計画通りに進まなかった理由の一つとし
て「満州事変以後は，植民政策の重点が満州に
移行したため，北海道の拓殖事業の進展は予定
に比して程遠いものとなった。」28）とされている
ことである。
一方，北海道開拓における金融政策としては，
1900年に設立された特殊銀行である北海道拓
殖銀行が特徴的である。元々拓殖および農業金
融を目的とした同行は，設立時に政府が総発行
株式の三分の一である 100万円を引き受けるな
ど29），当初から政府出資を受けていた。その後，
1909年以降は預金部による債券引受が始まっ
たが，これは事実上貸付先まで預金部の意思に
基づいており，その後の預金部地方資金の貸付
制度の原型ともいうべきものであった30）。しか
し，業務内容においては，1900年代半ばから
商業銀行業務が増加し，さらに金融恐慌以降は
預金部資金への依存傾向が強まり，長期貸付の
停滞と短期貸付の増加傾向の下で，商業銀行化
が進行した31）。そして第二次大戦を経て，1950
年に普通銀行となるに至った。かかる経緯を見
ると，拓銀は設立後程なくして本来の目的であ
る長期の拓殖や農業金融から離れていき，最終
的には中小生産者に対する保護的な役割を持つ
金融機関として機能するに至ったといえよう。
27）　鹿野 （1955），pp. 562-563.
28）　同上，p. 562.
29）　齋藤 （1999），pp. 41-42.
30）　同上，pp. 102-103.
31）　北海道拓殖銀行 （1971），pp. 170-186参照。
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金融の面でも，開拓政策が変容していったこと
が分かるのである。
3-2　第二次大戦前の東北開発
明治維新以後の東北開発については，全国的
には比較的早くから交通関係の社会資本の建設
が進められた。大久保利通は 1878年に「一般
殖産及華士族授産ノ儀に付伺」，および「原野
開墾ノ儀ニ付伺」という建議書を太政大臣三条
実美に提出し，政府による産業政策のための資
本金の準備や，宮城県野蒜の開港や阿武隈川，
阿賀川の改修等の建設事業，安積の開墾と疎水
の開発等を提案した。大久保の開発構想の中で
東北の位置は北海道に劣らず重要であったこと
が窺い知れる。その後も，三島通庸による山形
県および福島県の道路の建設，また岩倉具視の
主導で設立された日本鉄道会社による東北本線
の建設等が進められた。しかし，19世紀中に
整備されたそれらの社会資本は，もっぱら東北
の資源を首都圏の工業地帯に運搬する役割を果
たし，地域経済の発展につながることはなかっ
た。岩本由輝のいう「点と線の開発」32）に留まっ
たのである。
また，先述したように域外資本が鉱工業の主
力となる中で地場産業の発展は見られず，農林
水産業と結びついた東北の経済は，凶作期には
しばしば困難に直面した。かかる状況下で，
1913年当時の内相原敬の発議によって「東北
振興会」が発足した。同会は当初会頭の渋沢栄
一を筆頭に東京の財界人を中心とした団体で
あったが，東北拓殖会社の設立構想や渋沢自身
の講演など，啓蒙的な活動にとどまった。これ
に対して 1927年に発足した第二次東北振興会
は，東北の企業経営者が中心となって組織され
たが，金融恐慌や昭和恐慌と重なったこともあ
り，中央に対して救済を求める性格は第一次振
興会に比べてより強まった。渋沢に代表される
32）　岩本 （2009），p. 41.
中央の資本家が東北の自立を説き，地場資本家
が中央からの救済を求めるという，一種の矛盾
した関係が存在していたのである。
1936年には，東北興業株式会社および東北
振興電力株式会社という二つの国策会社が戦時
経済を背景にして発足するが，これらは東北経
済の振興ではなく，国による資源開発を目的と
した会社であった。明治期に見られた国策によ
る東北の資源開発が，戦時経済を背景に繰り返
されたのである。東北興業の事業形式は，自己
資金に加えて毎年の政府予算からの補助金を元
にして，鉱業，化学工業，林産業を中心として
多方面に投資や助成を行うものであった。しか
し，公企業特有の効率性の悪さも関係し，業績
は振るわないまま終戦を迎えた。なお子会社の
東北振興電力のほうは戦時中の電力国有化方針
により，日本発送電に統合された。
3-3　第二次大戦後の開発政策の変化
これまで見たように，明治維新以後第二次大
戦期までは，北海道は日本の開発政策の中で特
別な地位を占めており，そのための財政・金融
制度も他の地域に類を見ないものであった。こ
の構図は第二次大戦を経て大きく変化すること
となる。敗戦後の国内外の環境の変化はその後
の開発政策における北海道と東北の位置づけを
大きく変えるものであった。この政策的変化の
説明として，当時の大蔵省の考え方を示した鹿
野編（1955）では，「国土総合開発ということ
が強く主張されるようになったのは，終戦後，
過飽和の人口を抱え，海外発展の望みを絶たれ
て以来国内資源の開発が残された唯一の方途と
して考えられてからである」，また「戦後，一
時の虚脱状態に陥ったわれわれは，再びわが国
の経済再建を図るに当たってその 1つのよりど
ころを，国内資源の徹底的且つ合理的な開発に
求めざるを得なくなり，戦前にはあまり顧みら
れなかった貧弱な資源や未利用資源の有効利用
に目的を置いた国土の総合開発が国土計画の重
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点におかれたのであった。」33）と述べられてい
る。要するに，海外植民地の喪失と共に，東北
の役割が再評価され，その後の国土総合開発法
の制定に至るのである。実際，1950年に制定
された同法の下で，全国で最も早く総合開発計
画が決定した 7地区の内，東北は北上，阿仁田
沢，最上の三つを占めていた。他方，北海道開
発に関しては，国土総合開発法に相当する「北
海道開発法」がやはり 1950年に制定されたも
のの，戦後改革によって北海道が他の都府県と
同様な地方団体となったことにより，それまで
の直轄事業の多くは国と地方の「公共事業」と
して実行されることとなり，北海道の特別な地
位は低下した34）。
政策金融の面でも制度改革が行われた。第二
次大戦後の金融機関再編に際して，北海道拓殖
銀行が普通銀行に転換したこと等により，1956
年に北海道開発公庫が設置された。その一方で，
1955年に，当時の鳩山一郎総理大臣の第 21回
国会における「北海道および東北の占める地位
の重要性に着目しその開発に特段の力をいた
す」ことを明らかにした施政方針演説が行われ
たことにより，政府与党および民間の中で東北
開発への気運が高まっていた。そして東北にも
北海道開発公庫と同様の政策金融機関を設置す
べしとの考え方が出てきた。しかし当時の大蔵
省は，一般会計および財政投融資計画の予算を
極力抑える方針をとっていたため北海道開発公
庫と合同の機関にする案が浮上した。北海道側
は当初反対したものの政府自民党の説得によっ
て妥協が成立し，北海道開発公庫を改組する形
で 1957年に北海道東北開発公庫が成立した35）。
33）　鹿野（1955），p. 559.
34）　北海道開発法に基づいて「北海道開発庁」が
設置され，その地方支分部局としての「北海道
開発局」が，他の都府県の直轄事業にあたる部
分を執行することとなった。
35）　北海道東北開発公庫の設立に至る過程に関
しては，北海道東北開発公庫 （1988），pp. 65-77
なお，この「北海道東北開発公庫法」に加えて，
同年成立の「東北開発促進法」，および先述の
東北興業の改組を定めた「東北開発株式会社法」
が「東北開発三法」と称されることとなる。北
東公庫は東北を対象とした初めての政策金融機
関であり，また，東北開発株式会社に関しては，
東北興業時代は県の出資に限られていたが，こ
の改組に伴い政府出資が可能となった。
発足後の北海道東北開発公庫の活動を，出融
資額の動向から見ると，興味深いことがわかる。
図表 5は公庫の出融資額を北海道と東北に分け
て示している。設立当初は北海道が東北を上回
るがその後は，東北と完全に同額か東北のほう
が若干多くなる期間が続き，78年以降は恒常
的に東北が北海道を上回るようになる。ここか
らは，公庫の方針として北海道と東北の同等性
が長期にわたって継続していたこと，また，78
年以後の乖離は，東北と北海道の経済的地位の
逆転を示しているであろうことが読み取れる。
このように第二次大戦後の東北と北海道の開
発政策の展開は，それぞれの日本経済における
位置づけの変化を反映していると考えられる。
しかし，両地域において現在までとられてきた
開発政策は，その意図に沿った経済状況をもた
らしたのではなく，逆に各時代における経済状
況を反映したものであった。また，時間の経過
の中で変転を繰り返してきた開発政策に，両地
域とも翻弄されてきたのである。とりわけ，下
北半島においては，1950年代後半から 60年代
前半における「むつ製鉄」の発足と挫折，60
年代後半以降の新全総の工業地帯開発計画から
石油備蓄基地と核燃料サイクル施設に至る政策
変化が生じたが，地域の自治体および住民は，
中央で行われた意思決定に関わることなく，そ
の時々で行われた地域開発政策を所与として行
動せざるを得なかったといえる。ただし，日本
全体のレベルで見れば，第二次大戦後の海外植
を参照。
─　　─55 （　　）187
民地の喪失から始まり，ニクソンショックとオ
イルショック，さらにはプラザ合意といった，
国際環境の変化の中で地域開発の性格も変わら
ざるを得なかったとも言えよう。
　4.　お わ り に
本稿では，東北経済の歴史的な特質とその成
立要因を明らかにするために，日本の地方圏に
おける東北の特殊性をデータで確認した後，既
存研究の意義と限界，その上での世界システム
論をふまえた地域経済へのアプローチの必要性
について述べた。そして，北海道および東北開
発の歴史的性格の再検討を行った結果，両者の
経済政策における位置づけについて，第二次大
戦を境とした変化が見られることを示した。
最後に，本稿の課題との関連で，今後さらに
追究すべき論点について述べておこう。地域開
発は，経済的な利益を目的としつつも，その展
開は地政学的要因に基づいてきたことは，その
時々の国際環境から明らかであろう。しかし，
地域開発の有様を決定づけたのは，対象となる
地域の地理的特性と共に，開発の主体の特性や
所属ではなかったか。開発主体自身の利益にな
るような方法で，開発が行われた事例は数多い。
北海道開発では，開拓使官有物払下げ事件に代
表されるように，黒田清隆をはじめとした薩摩
藩出身者が，開発の利益を特に受けていた。ま
た，東北においては，長州藩出身の井上馨が，
南部藩の御用商人から尾去沢銅山を奪い取って
私物化を図る事態が起きた。さらに，先述の野
蒜築港については，完成前に建設が中止された
理由を立地の問題に帰する説が多く見られる
が，それとは別に，築港での農産物取引をねらっ
た地元の商人や農家の活動が，国や県と結びつ
いた政商によって妨害されたことが36），周辺の
経済活動の停滞を助長したことは確かであろ
う。これらの事例では，かかる藩閥や政商が明
治期における地域開発の主体であり，受益者で
36）　石巻周辺の海運や商取引が三井やその関連
商人によって独占されていた点については，難
波 （1991），pp. 137-139を参照。
　　　　出所）　北海道東北開発公庫（1988）掲載の財務統計より作成。
図表 5　北海道東北開発公庫の地域別出融資の推移
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もあったことがわかる。明治前期の事例である
とはいえ，先述の医療費の問題からもわかるよ
うに，国家の形成期に作られた基本的な制度や
インフラが，その後の経済や社会のあり方に影
響を及ぼすのである。
以上のことから，一般的には，ある国の経済
発展という問題を考えたとき，「地域」とは別
に「開発主体」という視点をとることが，重要
であると考えられる。これは，同じ地域であっ
ても，開発に関わる集団の属性の如何によって
その後の経済発展のあり方が異なってくること
が予想されるからである。そのような立場から，
改めて日本や世界の地域経済の問題を考えてい
くべきではないだろうか。
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